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Ⅰ はじめに

近年，保健師活動をめぐる状況はめまぐるしく変化し

ている．⼈⼝の少⼦⾼齢化，⽣活習慣病の増加に伴う疾

病構造の変化，住⺠の保健ニーズの多様化などを背景に，

都道府県と市町村の役割が⾒直され，平成９年４⽉に地

域保健法が施⾏された．その結果，都道府県型保健所は

地域保健の広域的・専⾨的・技術的拠点としての機能強

化が求められ，市町村では住⺠に⾝近な保健サービスの

提供者として，幅広く対⼈保健サービスを担うように

なった
1)
．

⼀⽅，地域住⺠の健康に関しては，複雑な社会背景を

反映して，新たな課題・問題が出現している．乳幼児・

⾼齢者の虐待，思春期のひきこもり，壮年期の⾃殺，新

興感染症の発⽣，災害発⽣時の対応，外国⼈やホームレ

スの健康問題など，健康課題・問題が多岐にわたるとと

もに深刻化してきている．

このような状況から，保健師に対するニーズは変化し

続け，直接的な住⺠サービスに加え，コーディネイト機

能，施策化機能などを発揮することが，以前にも増して

期待されるようになった．そしてこの期待に対応するた

めにも，絶えまざる⾃⼰研鑽が必要であり，⼤学院教育

はこのような期待に対応するための再教育の場のひとつ

に位置づいている．

平成17年度博⼠課程⼩委員会では，愛知県⽴看護⼤学

（以下，「本学」とする）⼤学院への看護職および学部⽣

の進学に関する意⾒や，本学⼤学院修了者の雇⽤に関す

る意⾒を広く調査した．本稿ではこの調査のうち，地⽅

⾃治体で地域保健活動に従事している保健師の調査結果

から，⼤学院への進学希望の実態，⼤学院教育に求める

ことなどを分析し，現職保健師からみた⼤学院のあり⽅

について若⼲の知⾒が得られたので報告する．

Ⅱ ⽅法

１．対象

対象は愛知県内の市町村（保健センターなど），政令

市・中核市保健所，県保健所に勤務する保健師である．

平成15年５⽉現在，県内で地域保健活動に従事する保健

師は1266名であり，その内訳は市町村（保健センターな

ど）682名（53.8％），政令市・中核市保健所411名（32.5％），

県保健所173名（13.7％）であった
2)
．回収率を70％に仮

定し，全保健師の約１割からの回答を得ることを⽬標に

180名を調査対象者とすることにした．なお，調査⽤紙

の配布にあたっては，保健師の所属別の割合を参考にし，

対象とした施設に勤務する全保健師に調査⽤紙を配布す

ることとした．ただし中核市保健所は保健師が⼀カ所の

保健所に集中して勤務しているという状況から，施設の

中でひとつの部署を選定し，そこに属する全保健師を対
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象とした．実際の対象数は市町村（保健センターなど）

11施設97名，政令市・中核市保健所４施設62名，県保健

所３施設21名の計18施設180名とした．

また県内は広域であるため，市町村保健センターなど

の選定には地域ごとの偏りがないように，県内を４ブ

ロックに分け，各ブロックから対象市町村を無作為に選

出した．なお県保健所は転勤があること，政令市・中核

市保健所は数が限られていることから，選定にあたって

は，市町村保健センターなどのように県内の地域を４ブ

ロック化した中から選出するという同様の配慮は⾏わな

ず，全施設からそれぞれ無作為に対象施設を選出した．

２．調査⽅法

調査⽅法は⾃記式質問紙調査である．調査期間は平成

17年６⽉中旬から７⽉上旬の約２週間である．まず選定

した18施設の保健師管理（相当）職あてに，電話で調査

の協⼒を依頼した．その結果すべての施設から了解がえ

られたので，施設⻑または保健師所管課⻑と保健師管理

（相当）職宛の依頼⽂書とともに調査⽤紙を送付した．

各施設においては保健師管理（相当）職から保健師に依

頼⽂書，調査⽤紙，返信⽤封筒を⼿渡ししてもらった．

調査に同意が得られた保健師からは，調査⽤紙に回答し，

直接投函してもらい，郵便により調査票を回収した．

調査内容は⼤きく分けて，①基本的属性，②⼤学院受

験に関する資格審査制度についての理解，③⼤学院への

進学希望，④⼤学院に進学する場合の仕事の継続，⑤進

学の意志決定をする際の問題，⑥⼤学院のコース設置な

どへの意⾒であった．

３．データの分析⽅法

データの集計は基本的に項⽬別単純集計を⾏った．⼤

学院への進学希望など，現在の勤務先や年齢などの条件

が⼤きく影響すると考えられた項⽬については，これら

の背景要因に考慮して集計を⾏った．

調査集計および統計解析には，統計パッケージソフト

「SPSS ver. 12」（エス・ピー・エス・エス株式会社）を

⽤いた．

４．倫理的配慮

調査の依頼にあたっては，本調査における倫理的配慮

を，各保健師宛に⽂書で説明した．内容は，調査の主旨，

調査の参加および途中辞退の⾃由意志を認めること，調

査は無記名で⾏うこと，得られたデータについては統計

的に処理しプライバシーを厳守することなどである．な

お調査票の返送をもって，保健師の同意が得られたもの

とした．

Ⅲ 結果

調査対象者180名のうち，回答が得られたのは111名（回

収率61.6％）ですべてが有効回答であった．所属別の回

収⼈数（回収率）は，市町村（保健センターなど）74名

（77.0％），政令市・中核市保健所27名（43.5％），県保

健所10名（47.6％）であった．

１．回答者の背景

回答者の背景については表１に⺬した．年齢別内訳を

⾒ると20歳代32名（28.8％），30歳代38名（34.2％），40

歳代28名（25.2％），50歳代13名（11.7％）であった．な

お所属別に全体に占める20∼30歳代の割合は，市町村（保

健センターなど）74.3％，政令市・中核市48.1％，県保

健所20.0％と年齢構成に違いがみられた．また対象者の

平均年齢（±SD）は36.5±9.4歳であったが，県保健所

では48.4±8.0歳と平均を10歳以上上回っていた．

保健師以外の看護職に関する取得免許では，看護師免

許取得者は103名（92.8％）であるのに対し，助産師免許

取得者は３名（2.7％）にとどまった．

最終学歴は，専修学校・各種学校62名（55.9％），短期

⼤学14名（12.6％），⼤学35名（31.5％）であり，修⼠課

程以上の者はいなかった．⼤学卒業者は市町村（保健セ

ンターなど）で31.1％，政令市・中核市保健所で37.0％，

県保健所で20.0％を占めていた．また年代別の最終学歴

で⼤学卒業者が占める割合は，20歳代66.8％，30歳代

23.7％，40歳10.7％，50歳代7.7％と若い年代ほどその割

合が多かった．

現在の職位は，保健師（技師）級79名（71.2％），係⻑

（主査）級22名（19.8％），課⻑補佐（主任主査）級６名

（5.4％），課⻑級以上４名（3.6％）であった．所属別に

みると市町村（保健センターなど）と政令市・中核市保

健所では保健師（技師）級が約3/4を占めていた．⼀⽅県

保健所では課⻑補佐（主任主査）級以上の者が半数を占

めていた．

２．⼤学院受験に関する資格審査制度についての理解

図１に⼤学院受験に関する資格審査制度の理解につい

て⺬した．制度をよく知っている者は９名（8.1％），制
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度は知っているが資格条件は知らないと回答した者が53

名（47.7％），制度を知らないと回答した者が 49名

（44.2％）であった．９割以上が資格審査制度について

⼗分に理解していない現状であった．

３．本学⼤学院への進学希望状況

現在の本学⼤学院（修⼠課程）への進学希望状況を表

２に⺬した．①進学したい，②できれば進学したいと回

答した者を希望者とすると，全体で40名（36.0％）おり，

30歳代で44.7％と最も多かった．また他の年代において

も約３割程度の希望があった．既に⼤学院修⼠課程に在

学中の者が50歳代に１名存在した．所属別年代別の集計

によると，県保健所の30歳代，40歳代が共に50.0％で最

も希望者が多く，市町村（保健センターなど）の30歳代

が48.4％でそれについでいた．

本学修⼠課程に専⾨看護師（CNS）認定コース，認定

看護管理者コース，助産師養成コースが設置された場合

の進学希望状況について表２に⺬した．現在の本学修⼠

課程への進学希望状況と同じ基準で希望者をみると，全

体では35名（31.5％）であった．年齢別に希望者の割合

をみると30歳代の47.2％が最も多く，20歳代31.3％，40

歳代28.6％の順であったが，50歳代の希望者はいなかっ

た．さらに新設コースへの進学希望（複数回答）につい

て図２に⺬した．地域看護（CNS）認定コースが21名で

最も多く，助産師養成コース９名，⼩児看護（CNS）認

定コース７名の順であった．在宅看護（CNS）認定コー

ス，成⼈看護（慢性期）（CNS）認定コース，⺟性看護

（CNS）認定コースはそれぞれ６名の希望があった．

将来本学に博⼠課程が新設された場合の進学希望状況

についても表２に⺬した．①進学したい，②できれば進

学したい，③分野によっては進学したいのいずれかに回

答した者を希望者とすると，全体では43名（38.7％）で

あった．なおこのうち「分野によっては進学したい」と

回答した者が，33名で29.7％を占めていた．年代別に⾒

ると20歳代40.6％，30歳代44.7％，40歳代33.3％，50歳

代39.1％であった．20∼30歳代では希望者が４割を超え

るが，40歳代以降になっても３割以上が進学を希望して

いた．

４．⼤学院に進学する場合の仕事の継続予定

⼤学院に進学する場合の仕事の継続については，進学

を希望する者のみから回答を得た（図３）．全体で49名

（44.1％）から回答が得られ，現在の仕事を継続する者

が28名（57.1％），仕事を辞職する者が12名（24.5％），

わからないと回答した者が９名（18.4％）であった．し

かし継続する者の継続の仕⽅（図４）については，現状
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表１ 所属別にみた回答者の背景

図１ ⼤学院受験の資格審査制度についての理解（n＝111)



のまま継続をすると回答した者と，勤務形態や部署変更

が可能であれば継続と回答した者が，約半分ずつであっ

た．仕事を辞職すると回答した者に辞職する理由を複数

回答で尋ねたところ（図５），職場の勤務形態や就業状況

から継続は難しいという理由が８名，地理的問題があり

仕事の継続は難しいという理由が４名で次いでいた．⼀

⽅，学業に専念したいという者も３名いた．

５．進学の意志決定をする際に問題となること・⼤学に

求めること

進学の意志決定をする際に問題となることについては，

47名（42.3％）から回答が得られた．⾃由記載で回答を

得たものを，⼤別して表３にまとめた．「仕事との両⽴」

が18名で最も多く，「学費」12名，「⾃分⾃⾝の能⼒」「時

間（通学距離）」がともに８名であった．

また⼤学に求めることとして，「仕事との両⽴可能な

開講時間（夜間，⼟⽇の開講）」「実践に⽣かせる教育内

容」などの声が寄せられた．

６．本学修⼠課程における各種コースの設置および博⼠

課程設置に関する意⾒

本学修⼠課程における各種コースの設置および博⼠課

程設置に関する意⾒についても⾃由記載で回答を得た．

修⼠課程における専⾨看護師（CNS）認定コース，認

定看護管理者コースの設置については「専⾨性がどんど

ん求められる世の中だから良いことだと思う」など設置

を⽀持する声が多く寄せられた．しかし⼀⽅では，「各

コースが世間⼀般であまり認められていないので必要が

ない」「仕事を辞めて学んでも，それを⽣かす職場に再就

職するのは難しい」などの記述もあった．

修⼠課程における助産師養成コースの設置については，

「学⼠課程の中で習得するには無理があるので良いと思

う」「助産師資格もあれば（保健師活動の）質も⾼められ

て良い」などの意⾒があった．

博⼠課程の設置については，「看護職の資質向上，社会

的評価から考えてあった⽅が良い」「設置に賛成．看護

学博⼠を多く輩出し，他の分野にひけをとらない質の⾼

い教育環境の整備が急務である」など，⽀持する意⾒が

ほとんどであった．
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表２ 所属別年代別本学⼤学院への進学希望者の状況

図２ 修⼠課程新設コースへの進学希望(n＝35，複数回答)



Ⅳ 考察

１．⼤学院受験に関する資格審査制度についての理解

⼤学院受験に関する資格審査制度については，およそ

９割以上が⼗分に理解していない現状であった．

学校教育法施⾏規則における⼊学資格の弾⼒化により，

４年間専⾨学校で学んだ卒業⽣が，⼤学院⼊学資格を持

つようになったのは，平成11年のことである
3)
．今回の

調査において制度をよく知っていると回答した者が１割

弱にとどまったが，これは制度が誕⽣してまだ⽇が浅い

ことが⼀番の原因と考えられる．資格審査制度利⽤の該

当者となる専⾨学校，短期⼤学卒業者においても，⼤学

院の資格審査制度に関する情報を⼊⼿する機会が少ない

こと，⼤学院修了者がいる職場はごく限られているなど
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図３ 進学を希望する場合の仕事の継続予定

図５ 辞職する理由（n＝12，複数回答）

図４ 仕事の継続の仕⽅（n＝28）

表３ 進学の意思決定をする際に問題となること・⼤学

に求めること



の問題がある．また，今回の回答者のうち約３割は⼤学

卒業者であるので，当然のことながらこれらの⼈は関⼼

が薄いと考えられる．

今後⼤学院進学ニーズの掘り起こしのためには，⼤学

院受験に関する資格審査制度についてのPRを⾏う必要

がある．

２．⼤学院への進学希望状況

１）現⾏修⼠課程への進学希望状況

現在の本学⼤学院修⼠課程への進学希望状況は全体で

36.0％であり，特に30歳代で44.7％と希望者が多かった．

また所属別年代別の集計によると，県保健所の30歳代，

40歳代と市町村（保健センターなど）の30歳代の希望が

多かった．

平成15年度の都道府県保健所，市町村，政令市・特別

区における保健師の活動状況
4)
をみると，保健福祉事業

（主として家庭訪問，健康相談，健康教育などの準備，

実施，整理など）は，都道府県保健所で34.0％，市町村，

政令市・特別区で共に約56.0％を占めている．⼀⽅地区

管理（地区管理のための情報収集，分析，管理，提供，

保健計画の策定と進⾏管理，保健師活動計画，事業の企

画・管理など）は，都道府県保健所で17.9％，市町村，

政令市・特別区で共に約12.0％を占めている．またコー

ディネイト（ケースへのサービスが総合的なものとなる

ための調整や地域ケア体制構築，整備・維持のための連

携・調整）は，都道府県保健所で15.9％，市町村，政令

市・特別区で共に約10％を占めている．つまり保健師と

して必要とされる機能のうち，最も基本的な活動である

対⼈保健サービスが占める割合は，市町村，政令市・特

別区でも約56.0％であり，地区管理，コーディネイトな

どが占める割合が多くなりつつあると考えられる．都道

府県保健所の保健師の活動状況では，より地区管理，コー

ディネイトなどの⽐重が重くなっている．保健師の養成

課程でもこれら⼀連の保健師業務について学習する機会

はあるが，地区管理，コーディネイトなどの実践⼒は卒

後教育に委ねられているのが現状である
5)
．現にコー

ディネイトなどの実践⼒育成は，学部教育では育成が難

しいので⼤学院教育ですることが望ましいという意⾒
6)

もある．現在保健師として期待される機能の遂⾏には，

保健師養成のための教育では不⼗分な⾯も多く，⽇々の

業務において多くの⼾惑いを感じている保健師の姿が想

像される．この結果，約４割の保健師が，⼤学院進学を

希望するという状況につながったのではないかと考えら

れる．ただし今回の調査においては回収率が約６割であ

り，回答者は⽐較的⼤学院進学に関⼼が⾼い者であった

可能性がある．従って「約４割の進学希望者」という結

果は，この点を加味して解釈する必要がある．

30歳代の保健師に進学希望者が多いのは，就職先にお

いて保健師業務をひととおり体験し，中間的な⽴場にな

り，仕事の上での疑問や⾃分⾃⾝の課題が明らかになっ

てくる時期であるためと考える．また県保健所の保健師

に進学希望者が多いのは，既に本県の保健所保健師に修

⼠課程修了者が複数いるという実績も影響していると考

えられる．市町村保健師で進学希望率が⾼いのは，⽐較

的少⼈数の職場で移動も少ないため，職場の中だけでの

⼒量形成に⽣き詰まりを感じてのこととも解される．

２）修⼠課程に新コース設置後の進学希望状況

本学修⼠課程に専⾨看護師（CNS）認定コース，認定

看護管理者コース，助産師養成コースが設置された場合

の進学希望状況については約３割の希望者がいたが，現

⾏⼤学院よりも希望者は増加しなかった．

専⾨看護師（CNS）認定コースは臨床系の看護師の認

定領域に⽐較し，保健師業務と直接的に関係があるもの

は，限られているという印象が保健師にあったと考えら

れる．このことから保健師としてのキャリアアップの機

会としての魅⼒にかけ，現⾏の⼤学院よりも希望者が少

なかったと考えられる．加えて専⾨看護師資格が，現在

の職場の中で⼗分評価される仕組みがないことも影響し

ていると推測される．

３）博⼠課程への進学希望状況

将来本学に博⼠課程が設置された場合の進学希望は全

体の約４割と，現⾏修⼠課程と同程度であった．しかし

この中には「分野によっては進学したい」と回答してい

る者が全体の３割含まれる．さらに設置希望分野のニー

ズを再調査し，慎重に検討する必要性がある．

３．⼤学院に進学する場合の障害

進学を希望する者のうち，現在の仕事を継続する者は

約６割であったが，進学後も現状のまま仕事を継続する

と答えた者は，その約半数と，現在の仕事を継続しなが

ら⼤学院で学ぶことの難しさが明らかになった．また進

学の意志決定に影響を及ぼすこととして，「仕事との両

⽴の不安」が最も多く，「学費の問題」などが続いていた．

⾦川らによる「保健師のコアカリキュラムについて」
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の中間報告
7)
では，専⾨看護師（地域看護学）教育の問

題点として，①公務員は辞めると再就職が難しく，休職

もできないため，学業に専念できず，無理が⼤きい，②

就業しながら⼤学院に来ることのできる保健師は限られ

ている，③修⼠取得が職場や社会で評価される仕組みが

ないことを上げている．この指摘は専⾨看護師（地域看

護学）教育に限ったことではなく，現職保健師が進学す

る場合のすべてに当てはまると考えられる．今回の調査

においても，この指摘を裏付ける結果となった．つまり

対象者の約４割が，本学に現在ある修⼠課程や博⼠課程

が設置された場合の進学を希望していたが，これらの⼤

半は，「仕事との両⽴」を前提としていると考えられる．

現職保健師の進学のためには，働きながら学べる環境の

整備が重要課題になる．

Ⅴ．まとめ

愛知県内の市町村（保健センターなど），政令市・中核

市保健所，県保健所に勤務する保健師に対し，本学⼤学

院進学希望に関する質問紙調査を⾏い，111名（回収率

61.6％）の回答から，つぎの結果を得た．

１．⼤学院受験に関する資格審査制度については，９割

以上が資格審査制度について⼗分に理解していない現状

であった．

２．本学現⾏修⼠課程への進学希望者は，全体で36.0％

を占め，年代別では30歳代の希望者が44.7％と多かった．

３．本学修⼠課程に専⾨看護師（CNS）認定コース，認

定看護管理者コース，助産師養成コースが設置された場

合の進学希望者は全体で31.5％であった．

４．将来本学に博⼠課程が設置された場合の進学希望者

は，43名（38.7％）であったが，「分野によっては進学し

たい」と回答した者が，このうち33名（29.7％）を占め

ていた．

５．進学を希望する者のうち，現在の仕事を継続する者

は約６割であったが，進学後も現状のまま仕事を継続す

ると答えた者は，そのうち約半数であった．

６．進学の意志決定をする際に問題となることとして，

「仕事との両⽴」をあげる者が⼀番多かった．

７．進学の意志決定にあたって⼤学に求めることとして，

「仕事との両⽴可能な開講時間（夜間，⼟⽇の開講）」「実

践に⽣かせる教育内容」などがあった．
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